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平成 30 年度決算を集中審査するた
め、決算特別員会を設置しました。
通告の質疑は 53 項目ありました。
質疑の一部を掲載します。

議会が決定した予算が適正に執行されたかどう
かを審査するとともに、決算関係書類に基づ
き、行政効果や経済効果を測定し、客観的に評
価する決算審査の責務を果たせたと思います。

緊張感のある
審査を行いま
した。

ボランティアの育成と活動支援の詳細は。

平成 27年 6月から「渋沢栄一翁と論語の里ボラ
ンティアの会」が組織され、現在の会員数は 39
名。活動支援としては、ボランティアのスキルアッ
プ研修への支援、渋沢栄一に関することを学んで
もらう連続講座の開催等である。

Q

A

英語検定、数学検定の受検料の補助は。

英語検定3級が3,400円、数学検定3級が3,000
円である。補助金の総額は、英検：364万 6,300
円、数検：316万 7,500円である。

Q

A今後の見学者増大への対処は。

これからの見学者増大に備えた検討を関係部署で
していく。

Q

A

送迎バスの委託先と利用状況は。

委託先は花園観光株式会社で、１年間の単年度契
約である。利用状況は、仙元荘 349名、福寿荘
241名、岡部荘 26名、花園荘 448名、もくせ
い館 107名の利用となっている。

Q

A

老人福祉センター送迎バス事業

不登校児童生徒の対策事業の成果は。

不登校児童数は平成 30年度が小学校 4名、中学
校 57名、計 61名。平成 29年度は小学校 4名、
中学校 61名、計 65名であった。中学校が 4名
減となり、全体としても 4名減となった。いじ
めは平成 30年度は小学校 80件、中学校 78件、
計 158件である。学校現場へ積極的な認知を徹
底し、未発見、未解消がないよう指導している。

Q

A

いじめ・不登校対策事業

小学生の学力推進事業の取り組みは。

ＮＲＴ学力調査を 4年生で実施し、この検査結
果をもとに「ふっかちゃん夕焼け計算道場」を平成
30年 9月から実施した。また、学力をもっと上
げたい児童等を対象に、放課後学習支援を行った。

Q

A

学力向上推進事業

予算の執行率が低いのは。

中の家主屋の耐震補強設計を平成 29年度の事前
診断をもとに行う予定でいたが、想定以上の補強
料が必要になり平成 30年度で耐震補強設計がで
きなくなったためである。また土蔵 4棟の改修
に向けた調査も並行して実施を予定していたが執
行できなかったためである。

Q

A

論語の里管理活用事業について

敬老会の出席率と需用費の内容は。

平成 30年度の出席率は、全体で 32.13％となっ
ている。需用費の内訳は、記念品としてのせん茶
と、12地区でそれぞれ選定したお祝いの品、弁
当代などである。

Q

A

敬老会開催事業

前年度に比べて利用者が 356人増えているが、
約１億円の不用額が出た理由は。

決算額は前年度に比べ約１億４千万円増加してい
る。この事業で大きな比重を占めている扶助費に
ついて、過去３年間の伸び率を考慮し予算計上し
たが、障害児の放課後等デイサービスに係る障害
児通所給付費が当初の見積もりを大幅に下回った
ため不用額となったものである。

Q

A

障害者支援事業

平成 30年度予算が前年度と比べ大幅減となって
いるがその理由は。

東日本高速道路株式会社が実施しているインター
チェンジ上り線側にかかる用地取得が難航したこ
とにより、予定していた工事に着手出来ず、同社
に支払いを予定していた負担金分を減額したこと
や、それに伴い寄居町、美里町に支払いを予定し
ていた負担金も減額になったことなどが、大幅減
となった大きな要因である。

Q

A

スマートインターチェンジ整備事業

道路に明示する区画線は、市と警察でどのように
分担しているのか。

路面表示は、道路法に基づき道路管理者が設置す
るものと、道路交通法に基づき都道府県の公安委
員会が設置するものに区分されている。道路管理
者が設置する主なものは、道路の路線帯を示す外
側線や白い車道中央線、破線などである。公安委
員会が設置する主なものは、車両のはみ出しや追
い越しを禁止する黄色い車道中央線や横断歩道、
停止線などである。

Q

A

交通安全施設整備管理事業

今年度以降の補助金希望の申請状況は。

今年度は小前田地区 3地区のうちの 1地区であ
る。来年度以降は、現在上がっているものは、屋
台に関するものが 3件、文化財の修理が 2件で
ある。

Q

A

無形文化財の記録方法は。

映像で保存する。

Q

A

文化財所有者に対し、管理費および保存工事にか
かる経費の一部を補助することについて。

指定文化財の保存、維持管理の名目で補助してい
る。また小前田地区の屋台に関する補助について
は、国からの補助が 850万円である。

Q

A

文化財活用事業

福祉
-主な事業費-

産業
-主な事業費-

教育
-主な事業費-

平成30年度決算平成30年度決算

中学校施設大規模改修事業　約3億

小学校施設整備維持　　　約3億

小学校給食　　　　　　　約2億

中学校給食　　　　　　　約1億

1,934万円

5,733万円

8,087万円

5,197万円
（千円単位四捨五入）

保育園費（公立・私立）　　約40億
障害者支援　　　　　 　約27億
生活保護支給　　　　 　約24億
介護保険負担金　　　 　約15億
子ども医療費支給事業　 約  5億

628万円
1,682万円
8,511万円
2,813万円
3,322万円

産業拠点推進　　　　　　　約1億
深谷グリーンパーク管理運営事業　約1億
産業価値向上事業　　　　約1億
工場等立地促進　　　　 　 　約
多面的機能支援　　　　 　 　約

2,882万円
9,033万円
4,495万円
6,064万円
5,413万円

（千円単位四捨五入）（千円単位四捨五入）

財政健全化指標って？

実質公債費比率
－0.７%
将来負担比率
（表記なし）

数値の見方は？
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